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―
御
社
の
ご
紹
介
と
企
業

と
し
て
の
取
り
組
み
を

お
聞
か
せ
く
だ
さ
い

　

弊
社
は
今
年
、
創
業
１
３
２
年
目
を
迎

え
ま
し
た
。
創
業
以
来
、
北
海
道
を
拠
点

に
事
業
活
動
を
展
開
し
、
地
域
の
街
づ
く

り
に
携
わ
っ
て
き
ま
し
た
。
現
在
は
、
北

海
道
は
も
と
よ
り
東
京
、
東
北
で
建
築
・

土
木
工
事
を
中
心
に
多
岐
に
わ
た
る
事
業

を
展
開
し
て
い
ま
す
。

　

近
年
で
は
、
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

に
向
け
た
取
り
組
み
と
し
て
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
へ

の
対
応
、
環
境
保
全
へ
の
取
り
組
み
と
し

て
植
樹
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
Ｂ
Ｉ
Ｍ
・
Ｃ
Ｉ
Ｍ
や
ｉ
―
Ｃ
ｏ

ｎ
ｓ
ｔ
ｒ
ｕ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
な
ど
の
建
設
Ｄ

Ｘ
を
積
極
的
に
導
入
し
、
さ
ら
に
、
Ｚ
Ｅ

Ｂ
や
太
陽
光
発
電
な
ど
環
境
技
術
の
推
進

に
も
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

―
建
退
共
制
度
の
評
価
で

き
る
点

　

導
入
企
業
に
と
っ
て
、
本
制
度
は
複
数

の
面
で
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。

ま
ず
、
経
営
事
項
審
査
の
加
点
対
象
と
な

る
点
は
、
企
業
の
競
争
力
向
上
に
直
結
し

ま
す
。
ま
た
、
国
が
制
度
運
営
に
関
与
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
労
働
者
が
建
設
業
を

離
職
す
る
際
に
も
、
退
職
金
を
確
実
に
受

け
取
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
安
心
感
が

あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
近
年
増
加
傾
向
に
あ
る
外
国

人
労
働
者
に
と
っ
て
も
、
安
心
し
て
加
入

で
き
る
制
度
設
計
と
な
っ
て
お
り
、
国
籍

を
問
わ
ず
公
平
な
待
遇
が
確
保
さ
れ
て
い

ま
す
。
退
職
金
制
度
と
し
て
の
信
頼
性
と

確
実
性
の
高
さ
は
、
企
業
に
と
っ
て
安
定

的
な
労
働
力
の
確
保
に
も
つ
な
が
っ
て
お

り
、
持
続
可
能
な
人
材
戦
略
の
一
環
と
し

て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
点
が
評

価
で
き
ま
す
。

―
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
導

入
の
き
っ
か
け

　

２
０
１
９
年
４
月
よ
り
建
設
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
、
２
０
２

１
年
度
か
ら
は
建
設
業
退
職
金
共
済
制
度

と
の
デ
ー
タ
連
携
が
開
始
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
事
務
方
お
よ
び
作
業
所
に

お
け
る
事
務
手
続
き
の
簡
素
化
が
期
待
さ

れ
た
た
め
、
公
共
工
事
が
９
割
を
占
め
る

土
木
工
事
を
中
心
に
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式

の
導
入
を
進
め
ま
し
た
。

　

導
入
に
当
た
っ
て
は
、
ま
ず
実
証
実
験

を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。
モ
デ
ル
現

場
の
選
定
に
際
し
て
は
、
デ
ジ
タ
ル
制
度

に
対
す
る
柔
軟
性
を
考
慮
し
、
若
手
の
所

長
が
担
当
す
る
現
場
を
選
定
。ま
た
、一
次

協
力
業
者
が
少
な
い
現
場
を
対
象
と
す
る

こ
と
で
、検
証
の
効
率
化
を
図
り
ま
し
た
。

　

初
期
段
階
で
は
、
制
度
の
運
用
に
慣
れ

る
ま
で
に
ト
ラ
ブ
ル
も
発
生
し
ま
し
た

が
、
約
２
ヶ
月
後
に
は
証
紙
の
受
払
業
務

が
不
要
と
な
り
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の
情

報
把
握
が
可
能
に
な
る
な
ど
、
事
務
手
続

き
の
負
担
が
大
幅
に
軽
減
さ
れ
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
の
推
進
に
も

つ
な
が
り
、
業
務
の
効
率
化
と
環
境
負
荷

の
低
減
を
両
立
す
る
成
果
が
得
ら
れ
ま
し

た
。

　

２
０
２
２
年
度
か
ら
本
格
導
入
し
、
土

木
部
の
新
規
受
注
に
よ
る
単
独
工
事
を
対

象
に
展
開
し
て
い
ま
す
。

―
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
導

入
に
お
け
る
成
功
事
例

は

　

電
子
ポ
イ
ン
ト
払
出
に
関
し
て
は
、
従

来
の
紙
に
よ
る
建
退
共
証
と
比
較
し
て
、

下
請
業
者
へ
の
払
出
内
容
の
確
認
作
業
が

不
要
と
な
り
、
事
務
負
担
の
大
幅
な
軽
減

に
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
ポ
イ

ン
ト
の
在
庫
管
理
に
つ
い
て
も
、
シ
ス
テ

ム
上
で
承
認
が
行
わ
れ
た
後
、
自
動
的
に

下
請
け
会
社
へ
ポ
イ
ン
ト
が
払
い
出
さ
れ

る
仕
組
み
と
な
っ
て
お
り
、
在
庫
管
理
も

一
元
的
に
行
わ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
物
理
的
な
証
紙
の
取
り

扱
い
に
伴
う
ト
ラ
ブ
ル
（
枚
数
の
誤
り
や

誤
送
付
な
ど
）
が
解
消
さ
れ
、
業
務
の
正

確
性
が
向
上
す
る
と
と
も
に
、
管
理
コ
ス

ト
の
削
減
に
も
寄
与
し
て
い
ま
す
。
電
子

化
に
よ
る
効
率
化
と
信
頼
性
の
向
上
は
、

現
場
の
運
営
に
お
い
て
大
き
な
メ
リ
ッ
ト

と
な
っ
て
い
ま
す
。

―
今
後
の
建
退
共
に
期
待

す
る
こ
と

　

公
共
工
事
に
お
け
る
Ｊ
Ｖ
方
式
で
は
、

請
負
比
率
に
基
づ
く
按
分
処
理
が
必
要
と

な
り
ま
す
が
、
現
状
で
は
そ
の
処
理
が
複

雑
で
あ
り
、
作
業
所
に
大
き
な
負
担
を
強

い
て
い
る
た
め
、
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
の

導
入
に
は
至
っ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
す
。

　

今
後
、
ツ
ー
ル
や
関
連
サ
イ
ト
の
改
修

を
行
い
、
按
分
処
理
を
簡
素
化
す
る
と
と

も
に
、
メ
イ
ン
企
業
が
代
行
で
き
る
仕
組

み
を
制
度
と
し
て
整
備
す
る
こ
と
で
、
発

注
者
の
理
解
と
協
力
が
得
ら
れ
れ
ば
、
Ｊ

Ｖ
工
事
に
お
い
て
も
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式

の
導
入
が
進
む
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
と
同
様
に
、
電
子
ポ

イ
ン
ト
方
式
を
導
入
し
た
企
業
に
対
し
て

経
営
事
項
審
査
に
お
け
る
加
点
な
ど
の
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
こ
と
で
、
制

度
の
普
及
は
一
層
加
速
す
る
の
で
は
な
い

か
と
思
い
ま
す
。

―
協
力
会
社
に
対
し
て
の

指
示
や
協
力
要
請
は

　

土
木
工
事
に
お
い
て
は
、
Ｊ
Ｖ
工
事
を

除
く
全
て
の
工
事
で
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式

に
よ
る
処
理
を
行
っ
て
い
ま
す
。
地
方
の

協
力
業
者
や
新
規
参
入
の
業
者
の
中
に

は
、
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
へ
の
対
応
に
不

安
を
感
じ
、
導
入
を
躊
躇
す
る
ケ
ー
ス
も

見
受
け
ら
れ
ま
す
が
、
導
入
の
メ
リ
ッ
ト

を
丁
寧
に
説
明
す
る
こ
と
で
、
理
解
と
協

力
を
得
ら
れ
て
い
ま
す
。

―
通
常
版
、
元
請
一
括
作

業
方
式
、
一
次
下
請
一

括
作
業
方
式
の
ど
れ
を

選
択
し
て
い
る
の
か

　

現
在
、
全
て
の
協
力
業
者
お
よ
び
技
能

者
が
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
に
登
録
し
て
い
る
わ
け
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ

の
登
録
デ
ー
タ
と
手
入
力
に
よ
る
デ
ー
タ

が
混
在
す
る
と
、
作
業
所
で
の
管
理
が
煩

雑
に
な
り
、
運
用
上
の
負
担
が
大
き
く
な

り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
現
時
点
で

は
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
の
通
常
版
を
選
択

し
、
現
場
の
管
理
効
率
と
安
定
し
た
運
用

を
優
先
し
て
い
ま
す
。

10月は加入促進強化月間建設業退職金
共 済 制 度

伊
藤
組
土
建  

大
谷
正
則
代
表
取
締
役
社
長

　

勤
労
者
退
職
金
共
済
機
構
・
建
設
業
退
職
金
共
済
事
業
本
部
（
建
退
共

本
部
）
は
、
建
設
業
退
職
金
共
済
制
度
に
つ
い
て
、
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式

（
旧
名
称
：
電
子
申
請
方
式
）
の
本
格
的
導
入
を
２
０
２
１
年
３
月
か
ら

実
施
し
て
い
る
。
導
入
に
よ
り
大
き
な
成
果
を
あ
げ
て
い
る
建
設
会
社
も

多
い
。
建
退
共
本
部
で
は
、
加
入
促
進
強
化
月
間
（
毎
年
10
月
）
の
活
動

の
一
環
と
し
て
、「
理
事
長
表
彰
」
を
実
施
し
て
お
り
、「
電
子
ポ
イ
ン
ト

方
式
」
の
普
及
に
特
に
貢
献
し
た
企
業
に
対
し
、
建
退
共
本
部
推
薦
枠
を

設
け
、
表
彰
し
て
い
る
。
今
回
、
表
彰
を
受
賞
し
た
企
業
の
ト
ッ
プ
イ
ン

タ
ビ
ュ
ー
と
し
て
、
早
く
か
ら
電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
を
導
入
し
て
い
る
伊

藤
組
土
建
（
本
社
札
幌
市
）
の
大
谷
正
則
代
表
取
締
役
社
長
に
導
入
に
当

た
っ
て
の
き
っ
か
け
や
メ
リ
ッ
ト
、
今
後
の
要
望
な
ど
を
聞
い
た
。

　掛金納付方法として、建退共創設以来、採用している「証紙貼付方式」に加え、令和２
年10月に新たに追加されたのが「電子ポイント方式」です。
　電子ポイント方式は、共済証紙に代わって「退職金ポイント」という電子ポイントをペ
イジーまたは口座振替で購入し、労働者の就労日数を入力した就労実績ファイルを作成、
建退共に報告することにより事前に購入した退職金ポイントから掛金として充当するとい
う、掛金の購入から充当までを電子的に行うことができる方式です。
　さらに、建設キャリアアップシステム（CCUS）の就業履歴を活用することで、就労日
数を登録する作業を簡略化することができます。

Q証紙貼付方式も継続して利用できますか？
A電子ポイント方式に切り替えた後も、証紙貼付方式を並行して利用することもできま
す。段階的に電子ポイント方式に切り替えたり、証紙貼付方式を残しつつ、一部の工
事を電子ポイント方式にすることも可能です。

Q 電子ポイント方式に切り替えた場合、手元に残っている共済証紙はどうなりますか？
A 手元に残っている共済証紙は、金融機関で退職金ポイントに交換できます。なお、退
職金ポイントを共済証紙に交換することはできませんので、証紙貼付方式と並行して
利用する場合は、必要分の共済証紙は手元に残して交換するようにしてください。

Q一部の協力会社が共済証紙でしか運用できない場合はどうしたら良いですか？
A パソコンの操作ができない等の理由で、協力会社が電子ポイント方式を採用できない
場合は、元請や上位の協力会社が事務を代行することもできます。なお、共済証紙を
その協力会社分だけ別途購入して交付することも出来ますが、公共工事の場合は予め
発注者の承諾を得てください。

・ペイジー
・口座振替

金融機関電子申請
専用サイト

建退共

退職金
ポイント購入

電子申請
専用サイト

掛金
充当者

被共済者
（労働者）

掛金
納付方法

1共済証紙に関する事務負担軽減
●金融機関窓口での共済証紙購入不要
● 共済手帳への共済証紙貼付・消印、下請への現物交付が不要
●共済証紙受払簿の作成、在庫管理不要

2公共工事における工事関係書類の電子化に対応
3加入・履行証明願作成の事務負担軽減

電子ポイント方式を利用することでこんなメリットがあります！

よ
く
あ
る
質
問

電子ポイント方式とは？

SDGs
● 2025年１月「札幌SDGs先進企業認定制度」の第１期SDGs先進企業に認定
● 2018年から取り組み開始、2022年から数値目標を定め活動し、建設時の
二酸化炭素の排出量の削減に特に取り組んできた。今後は未利用エネル
ギーである下水熱をロードヒーティングや建物の空調に利活用する建物 
の建設を推進し、「脱炭素なまちづくり」と「企業の成長」の両立を目指す。

SBT（科学的根 拠に基づく目標）
●北海道の建設業で初めてSBT認定を取得した。
● 伊藤組土建の削減目標 スコープ１およびスコープ２の温室効果ガス排出
を2030年までに2022年基準年から８年間で50%削減する目標を設定。ま
た、スコープ３の排出量を測定して削減す ることを約束している。

その他環境
●植樹会2004年から毎年実施　●太陽光発電　●水素自動車、電気自動車
の導入　●道路環境美化活動（アダプト・プログラム）2009年より実施　
●河川美化活動2011年より実施　●再エネ100宣言RE Action(アールイー
アクション)　●ゼロカーボン・チャレンジャー　●さっぽろエコメンバー
●生物多様性さっぽろ応援宣言

伊藤組土建の環境への取り組み

事
務
手
続
き
負
担
が
軽
減

電
子
ポ
イ
ン
ト
方
式
導
入
で


